
グリーンインフラ支援制度集について

グリーンインフラとは

このパンフレットは、国土交通省・農林水産省・環境省等の支援制度のうち、
グリーンインフラの導入に関連して利用が想定される制度を紹介しています。

全国各地でグリーンインフラに取り組まれている皆様の活動に際して役立つもの
となれば幸いです。

社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機
能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組です。

ＣＯ２吸収源対策、自然災害の頻発・激甚化への対応、健康でゆとりある生活空間の形
成、ＳＤＧｓに沿った環境と経済の好循環に資するまちづくりなど、多面的な地域課題
の解決を図る観点からグリーンインフラの推進が期待されています。
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グリーンインフラで
守る

鶴見川多目的遊水地
（神奈川県横浜市）

従来から自然環境が持つ機能を活用し、防災・
減災、地域振興、環境保全に取り組んできた

グリーンインフラは、植物の生育など時
間とともにより機能を発揮。地域住民が
計画から維持管理まで参画できる取組

グリーンインフラで
つなぐ

地域住民による緑地の維持管理
（新潟県見附市）

グリーンインフラで
呼び込む

緑や水が豊かなオフィス空間
の形成（東京都千代田区）

令和元年東日本台風時に、公園と一体と
なった遊水地が鶴見川の水を貯留し災害
を防止するなど、気候変動に伴う災害の
激甚・頻発化への対応に貢献

SDGs、ESG投資への関心が高まる中、人
材や民間投資を呼び込むイノベーティブで
魅力的な都市空間の形成に貢献

グリーンインフラの活用により、
防災・減災、国土強靱化、新たな生活様式、
ＳＤＧｓに貢献する持続可能で
魅力ある社会の実現を目指す

コロナ禍を契機として、自然豊かなゆとり
ある環境で健康に暮らすことのできる生活
空間の形成が一層求められている

オープンスペースを活用した
健康イベント（東京都立川市）

グリーンインフラで
憩う



Ｎｏ 支援制度名 概要 担当省庁

１

先導的グリーンインフラモデル形成
支援

地域でのグリーンインフラ実装の取組に民間の参
入や投資を加速させることを目指し、地方公共団
体を対象に専門家の派遣や先端的な技術を有する
企業等とのマッチング等の支援を行う。

国土交通省
総合政策局
環境政策課

２

グリーンインフラ活用型都市構築
支援事業

官民連携・分野横断により、積極的・戦略的に緑
や水を活かした都市空間の形成を図るグリーンイ
ンフラの整備を支援
【事業主体】
地方公共団体・民間事業者

国土交通省
都市局
公園緑地・景観課

３

メザニン支援事業 国や市町村が定める特定の区域において行われる
防災や環境に配慮した優良な民間都市開発事業に
対し、メザニン資金（ローン・社債取得）を提供
金融機関の提供するシニアローンと事業者等が拠
出するエクイティの間に位置し、一般に調達が難
しいとされる、いわゆる「ミドルリスク資金」を
長期安定的に確保

国土交通省
都市局
まちづくり推進課

４

老朽ストック活用リノベーション等
推進型まちづくりファンド支援事業

テレワーク拠点等またはグリーン・オープンス
ペースの整備を含む、築20年以上の老朽ストック
のリノベーションや建て替えを行う民間都市開発
事業に対し、出資等による金融支援を行う。

国土交通省
都市局
まちづくり推進課

５

①社会資本整備総合交付金事業
都市再生整備計画事業
まちなかウォーカブル推進事業

②補助事業
まちなかウォーカブル推進事業

車中心から人中心の空間へと転換を図る、まちな
かの歩いて移動できる範囲において、滞在の快適
性の向上を目的として市町村や民間事業者等が実
施する、道路・公園・広場等の整備や修復・利活
用、滞在環境の向上に資する取組を重点的・一体
的に支援し、「居心地が良く歩きたくなる」まち
なかづくりを推進する。
【事業主体】
交付金：市町村、市町村都市再生協議会
補助金：都道府県、民間事業者等

国土交通省
都市局
街路交通施設課

６

社会資本整備総合交付金
－都市水環境整備事業
－統合河川環境整備事業

良好な河川環境を保全・復元及び創出することを
目的に実施する河川環境整備事業を支援
【事業主体】
地方公共団体

国土交通省
水管理・国土保全局
河川環境課

７
かわまちづくり支援制度 河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を

目指す「かわまちづくり」の取組を、ハード・ソ
フト両面から支援

国土交通省
水管理・国土保全局
河川環境課

８

生態系ネットワークの形成 生態系ネットワークの形成に寄与する取組に対し
て支援を行う。
【事業主体】
地方公共団体・民間事業者等

国土交通省
水管理・国土保全局
河川環境課

９

社会資本整備総合交付金事業
防災・安全交付金事業
流域貯留浸透事業

流域貯留浸透事業は、近年、局地的豪雨の頻発に
より浸水被害が多発していることを踏まえ、地方
公共団体が主体となり流域対策を実施し総合的な
治水対策を推進することを目的とする。
【事業主体】
地方公共団体・民間企業等

国土交通省
水管理・国土保全局
治水課

10

特定都市河川浸水被害対策推進事業 特定都市河川浸水被害対策推進事業は、特定都市
河川浸水被害対策法に基づき指定された特定都市
河川流域で河川の整備、雨水貯留浸透施設の整備、
土地利用規制と併せた二線堤の築造等を計画的・
集中的に実施することで、早期に治水安全度を向
上させ浸水被害を軽減させることを目的とする。
【事業主体】
地方公共団体・民間事業者等

国土交通省
水管理・国土保全局
治水課

グリーンインフラ支援制度集掲載リスト
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Ｎｏ 支援制度名 概要 担当省庁

11

社会資本整備総合交付金事業
防災・安全交付金事業
都市山麓グリーンベルト整備事業

山麓斜面に市街地が接している都市において、土
砂災害に対する安全性を高め緑豊かな都市環境と
景観を保全・創出することを目的に、市街地に隣
接する山麓斜面にグリーンベルトとして一連の樹
林帯の形成を支援
【事業主体】
都道府県

国土交通省
水管理・国土保全局
砂防部
砂防計画課
保全課

12

農山漁村地域整備交付金、
社会資本整備総合交付金事業
海岸環境整備事業

国土の保全とあわせて海岸環境を整備し、もって、
安全で快適な海浜利用の増進に向けて支援
【事業主体】
地方公共団体

農林水産省
農村振興局 防災課
水産庁防災漁村課

国土交通省
水管理･国土保全局海岸室
港湾局 海岸・防災課

13

農山漁村地域整備交付金、
防災・安全交付金事業
侵食対策事業

海岸侵食により被害が発生するおそれのある地域
について支援
【事業主体】
地方公共団体

農林水産省
農村振興局 防災課
水産庁防災漁村課

国土交通省
水管理･国土保全局海岸室
港湾局 海岸・防災課

14

社会資本整備総合交付金／防災・安
全交付金
新世代下水道支援事業制度
（水環境創造事業）

良好な水循環の維持・回復，情報化社会への対応
等，下水道に求められている新たな役割を積極的
に果たしていくことを目的として実施する事業

国土交通省
水管理・国土保全局
下水道部

15

環境で地方を元気にする地域循環共
生圏プラットフォームづくり事業

各地域が自立・分散型の社会を形成し、地域資源
（自然資源・生態系サービス・資金・人材）等を
最大限に活用しながら支え合う「地域循環共生
圏」の創造を強力に推進するため、「地域循環共
生圏の創造に向けた環境整備」、「地域循環共生
圏の創造に向けた支援チーム等の形成・派遣」を
各地域で実施
【事業主体】
地方公共団体等

環境省
大臣官房
環境計画課

16

生物多様性保全推進支援事業
⑴特定外来生物防除対策
⑵重要生物多様性保護地域保全再生
⑶広域連携生態系ネットワーク構築
⑷地域民間連携促進活動
⑸国内希少野生動植物種生息域外保全
⑹国内希少野生動植物種保全
⑺特定外来生物早期防除計画策定事業
⑻里山未来拠点形成支援事業

地域における生物多様性の保全再生に資する活動
等（ソフト事業）に対し、必要な経費の一部を交
付
【事業主体】
地方公共団体・地域生物多様性協議会・里山未来
拠点協議会・民間事業者等

環境省
自然環境局
自然環境計画課

17

生物多様性保全推進交付金
エコツーリズム地域活性化支援事業

地域が取り組む魅力あるエコツアープログラムづ
くり等への支援

環境省
自然環境局
国立公園課
国立公園利用推進室

18

国立公園等の自然を活用した滞在型
コンテンツ創出事業
－野生動物観光促進事業－

国立公園等の自然を活用した滞在型コンテンツ創
出事業の一メニューとして、野生動物への配慮等
を満たした世界水準の野生動物観光を促進し、ひ
いてはインバウンド拡大による地域経済の持続可
能な発展に寄与することを目的とする事業を支援

環境省
自然環境局
野生生物課

19
森林整備事業、農山漁村地域整備交
付金

森林の有する多面的機能の発揮に資するため、植
栽、下刈り、間伐、路網整備等を実施

林野庁
森林整備部整備課

20
治山事業、農山漁村地域整備交付金 保安林等において荒廃地等の復旧整備等や公益的

機能の高い森林の整備・保全を実施
林野庁森林整備部
治山課

21

森林・山村多面的機能発揮対策交付
金

森林の多面的機能の発揮とともに関係人口の創出
を通じ、山村地域のコミュニティの維持・活性化
を図るため、地域住民や地域外関係者等による活
動組織が実施する森林の保全管理、森林資源の活
用を図る取組等を支援

林野庁
森林利用課
山村振興・緑化推進室
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Ｎｏ 支援制度名 概要 担当省庁

22

環境保全型農業直接支払交付金 農業者の組織する団体等が実施する化学肥料・化
学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせ
て行う地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果
の高い営農活動を支援

農林水産省
農産局
農業環境対策課

23

多面的機能支払交付金 農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため
に地域共同で行う農地・農業用水等の地域資源の
保全や農村環境の良好な保全に資する活動を支援

農林水産省
農村振興局
農地資源課

24

水産多面的機能発揮対策交付金 多面的機能の一つである環境・生態系の保全機能
として藻場・干潟・内水面等の維持を図るために
漁業者等が行う活動を支援

水産庁
漁港漁場整備部
計画課

25

水産環境整備事業 水産生物の生活史に対応した藻場・干潟から沖合
域までの良好な生息環境空間を創出する水産環境
整備を推進。漁場の整備と水域の環境保全対策を
総合的かつ一体的に実施

水産庁
漁港漁場整備部
計画課
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Ｎｏ 支援制度名 概要 担当省庁

１

河川基金助成事業 河川基金には、「研究者・研究機関部門」「川づ
くり団体部門」「学校部門」の３部門があり、よ
りよい“川づくり”に役立つ様々な活動を支援す
る。

公益財団法人河川財団
基金
事業部

２

環境研究総合推進費 環境研究総合推進費では、「環境研究・環境技
術開発の推進戦略（令和元年5月環境大臣決定）」
に示された「重点課題」やその解決に資するテー
マを提示し、広く産学民官の研究機関の研究者か
ら提案を募り、研究開発を行っている。
この重点課題の１つとして、気候変動に伴う自

然災害の増加への対応に向け、海岸林等が本来有
する防災機能等の生体系機能の評価・解明に加え、
生態系をインフラとして捉えた土地利用を含めた
国土デザインの提案等のグリーンインフラに関す
る研究提案を募集している。

独立行政法人環境再生
保全機構
環境研究総合推進部

３

地球環境基金助成事業 地球環境基金は、「自然保護・保全・復元」、
「森林保全・緑化」、「砂漠化防止」、「環境保
全型農業等」、「大気・水・土壌環境保全」など
環境保全の11の分野を対象として、助成を通じて
団体の活動を支援している。

独立行政法人環境再生
保全機構
地球環境基金部

４
耐震・環境不動産形成促進事業 民間投資の呼び水となるリスクマネーを供給する

ことにより、耐震・環境性能を有する不動産の開
発・建替え・改修に係る資金調達を支援する。

一般社団法人環境不動
産普及促進機構
企画部

■ 省庁以外の支援制度
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先導的グリーンインフラモデル形成支援１

事業の目的
地域でのグリーンインフラ実装の取組に民間の参入や投資を加速させることを目指し、地方公共団体を対象
に専門家の派遣や先端的な技術を有する企業等とのマッチング等の支援を行う。

事業の概要

事業の目的

■制度利用のための主な要件

事業具体例

・地方公共団体

＜対象事業者＞ ＜対象事業＞

・自然環境（緑、水、土、生物等）が有する多様な機能を活用した取組
・ハード（整備）とソフト（地域連携等）を組み合わせた面的な取組
・持続的に効果を発揮すると想定される取組
・国土交通省の政策や事業との親和性が高い取組

■実績（ 2020年度～2021年度） 支援件数：６件

○支援内容
・にぎわいの森の効果検証 ・ロジックモデルWSの企画・実施
・ファイナンススキームの検討 ・地域イベントの実施
・アドバイザーの派遣
・グリーンインフラ推進協議会、推進本部の構築

○本事業の成果
・各種調査及びロジックモデルの作成等によるにぎわいの効果について見える化
・庁内組織に加え、有識者や金融機関も委員となる外部組織の設立及び、ワーク
ショップの企画・実施等によるグリーンインフラ推進に向けた体制構築

・地域イベントの実施による、グリーンインフラの地域への普及啓発

国土交通省 総合政策局 環境政策課 TEL：03-5253-8111（内線：24334）

URL https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo10_hh_000267.html

問合せ先

＜応募期間＞ 令和4年4月22日（金）～6月3日（金）

■支援内容

・応募団体による応募内容に応じて、２段階の支援内容にて支援

【支援メニュー例】

１．参画団体※のマッチング

２．推進体制の確保 ⑴庁内勉強会※の主催 ⑵推進協議会の設立支援

３．技術的な検討 ⑴計画・ロードマップ等作成支援 ⑵事業評価・効果測定方法の検討支援

⑶資金調達スキーム等の検討支援 ⑷活用可能な予算等制度の紹介

４．アドバイザーの派遣（予定） ⑴事業評価の実施 ⑵有識者、ファシリテータの派遣

５．地域でのイベント支援（予定）

※参画団体 ：応募団体の取組への支援を希望する事業者のことです。パートナーシップ構築支援によるマッチングにより選定します。

※庁内勉強会 ：グリーンインフラとして事業を推進する際には、事業所管課に加え、庁内における複数の関係課が協働して取組むことが求められます。

関係者のグリーンインフラに関する基礎的認識を共有するための勉強会として、応募団体の要望に応じて庁内勉強会を開催します。

支援の全体像

支援自治体：三重県いなべ市

にぎわいの森

8



ハード ソフト

グリーンインフラ活用型都市構築支援事業２

事業の目的
官民連携・分野横断により、積極的・戦略的に緑や水を活かした都市空間の形成を図るグリーンインフラの
整備を支援することにより、都市型水害対策や都市の生産性・快適性向上等を推進する。

事業の概要

事業の目的

■事業目的 ①公園緑地が有する多様な機能を引き出し、戦略的に複数の地域課題の解決を目指す

②官民連携による都市公園の整備や民間建築物又は公共公益施設の緑化を総合的に支援

緑の基本計画等に基づいた目標達成に必要なグリーンインフラの導入計画を策定

目標（例） 目標の具体的な内容 目標達成に必要なグリーンインフラ

目標①
雨水流出の抑制

下水道施設への負荷軽減量
都市公園の整備
レインガーデンの整備

目標②
都市の生産性向上

事業実施区域内の店舗出店数・歩行者数
建築物の緑化
芝生広場の整備

目標③
暑熱対策による都市環境改善

夏季における事業実施区域内の気温低減
公共公益施設の緑化
建築物のミスト付き緑化

【目標と具体的に必要なグリーンインフラのイメージ】

グリーンインフラの導入計画に基づく官民連携の取り組みをハード・ソフト両面から支援

♠ 緑や水が持つ多面的機能の発揮を目的とした目標を３つ以上設定し、そのうち２つ以上は定量的な目標であること
♠ ①～⑤のうち２つ以上の事業、又は複数の事業主体で取り組むグリーンインフラ導入を支援

♤ グリーンインフラ活用型都市構築支援事業 ：民間事業者等へ補助（直接補助：1/2）
♤ 都市公園・緑地等事業 ：地方公共団体へ補助（直接補助：1/2、間接補助：1/3）

① 公園緑地の整備
② 公共公益施設の緑化
③ 民間建築物の緑化（公開性があるものに限る） ※１

④ 市民農園の整備
⑤ 既存緑地の保全利用施設の整備（防災・減災推進型※２に限る）

⑥ 緑化施設の整備（①～⑤の整備を併せて整備することで目標達成に資するものに限る）

⑦ グリーンインフラに関する
計画策定

⑧ 整備効果の検証

※２：防災指針、流域水害対策計画等の防災・減災関連の計画と連携した取組（通常型と異なり、整備
目標や内容について整合が求められる行政計画を限定）

■事業スキーム

■支援対象

複数の地域課題（例）
課題① 豪雨時に浸水する恐れがあり、総合的な治水対策が必要【浸水被害軽減】
課題② 賑わいある空間づくりが必要【生産性向上】
課題③ 夏でも滞在できる地域の空間づくりが必要【暑熱対策】

グリーンインフラを戦略的に都市づくりに取り入れ、自然環境が有する機能を社会資本整備や土地利用等に
うまく生かすことで、より効果的・効率的に持続可能で魅力ある都市づくりを進めることができる

事業実施イメージ

国土交通省 都市局 公園緑地・景観課 TEL：03-5253-8111（内線：32953）

URL https://www.mlit.go.jp/toshi/park/toshi_parkgreen_fr_000040.html

問合せ先

※１：脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、
敷地面積の25%以上かつ500㎡以上であり、10年以上にわたり適切に管理されるものである場合
には、一の事業主体により実施するもの及び非公開のものも対象とする。
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政府
保証

メザニン支援事業３

事業の目的
優良な民間都市開発プロジェクトについて、特に調達が困難なミドルリスク資金等の供給の円滑化を図るた
め、安定的な金利で長資金調達ができる仕組みを期に平成23年度に創設。
民都機構が政府保証で資金を調達し、民間事業者に対して貸付又は社債取得により支援。

事業の概要

事業の目的

■事業スキーム

■制度利用のための主な要件

事業具体例

民都機構

民間都市開発事業（大臣認定事業）

ミドルリスク/
ミドルリターン

ローリスク/
ローリターン

ハイリスク/
ハイリターン

借入
等

土地
建物

融 資

出 資

支援対象

貸付または
社債取得

（40年以内）

国

民間
金融機関

メザニン支援

・民間事業者

＜対象事業者＞

＜対象事業＞

・都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

・都市再生整備計画の区域

＜対象区域＞

＜支援限度額＞
・次のうち、いずれか少ない額

①総事業費の50％

②公共施設等※１の整備費

（特定都市再生緊急整備地域内は、公共施設等＋整備計画に記載された国際競争力強化施設※２の整備費）

・国土交通大臣の認定を受けた事業であること
・広場、緑地等の公共施設整備を伴うこと
・事業用地が原則１ヘクタール以上であること

※ 都市再生整備計画の区域では、原則0.2ha（三大都市圏の既成市街地等では0.5ha）以上であること

・都市利便施設（駐車場、防災備蓄倉庫等）の整備を伴うこと
・環境に配慮した建築物であること（CASBEE Aクラス以上等）

※ 都市再生整備計画の区域では、必須要件でない。
※ 期間20年超の支援については、BELSを取得のうえ、第三者委員会において環境性能が良好と認められた民間都市開発事業が

対象となる。

・省エネ基準に適合していること。

※１：公共施設のほか、都市利便施設（駐車場、防災備蓄倉庫等）、建築利便施設（エレベーター、共用通路等）及び情報化基盤設備※（センサー、ビーコン等、

先端的な技術を活用した設備）の整備費用を対象とする。

※２：外国語対応の医療・教育・保育施設、国際会議場施設、研究開発促進施設（新規事業創出促進施設）（床面積１,０００㎡以上の施設）を含む。

■実績（ 2011年度～2021年度）

支援件数：10件、 支援総額：1,116億円

環状第二号線新橋・虎ノ門地区第二種市街地再開発事業
Ⅲ街区建築物等整備事業（東京都港区）

○支援内容
支援先： Ｋ２合同会社 、支援額： 100億円

○事業内容
規模： 地上52階建、事業区域面積 17,000㎡、延床面積244,360㎡
用途： 事務所、店舗、カンファレンス、住宅、ホテル、駐車場
工期： 2011年4月 ～ 2014年5月

国土交通省 都市局 まちづくり推進課 TEL：03-5253-8111（内線：32542）

URL https://www.mlit.go.jp/toshi/crd_machi_tk_000016.html

問合せ先
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老朽ストック活用リノベーション等
推進型まちづくりファンド支援事業

４

事業の目的

新型コロナ危機を契機とした従来の働き方・暮らし方の見直しに伴い、多様な働き方を支えるテレワーク拠
点や都市にゆとりをもたらす緑地・広場といったグリーン・オープンスペース等の必要性については、有識
者ヒアリングにおいても数多く意見が寄せられている。そのような「新たな日常」に対応するまちづくりに
不可欠な都市機能を早急かつ効率的に充実させるため、全国的に増加し、その有効活用が求められる老朽ス
トックを活用してテレワーク拠点等を整備する民間まちづくり事業を、新たに創設したファンドの出資等に
より機動的に支援する。

事業の概要

事業の目的

■事業スキーム

■制度利用のための主な要件

■事業目的 ポストコロナに向けた民需主導の好循環の実現のため、テレワーク拠点等の「新たな日常」に

不可欠な都市機能の整備を早急かつ効率的に進めることにより、職住が近接・一体となった

柔軟な働き方と暮らしやすさに対応したまちづくりを速やかに推進する。

■支援内容 老朽ストックのリノベーション等を通じた、多様な働き方を支えるテレワーク拠点や都市に

ゆとりをもたらすオープンスペース等を整備する民間まちづくり事業に対し出資等により支援。

国

民
都
機
構

フ
ァ
ン
ド

補助 出資
(２/３上限)

配当
償還

出資等

配当
償還等

国庫返納

金
融
機
関
等

出資

配当
償還

支援事業イメージ

リノベーション等を通じた、多様
な働き方を支えるテレワーク拠点
や都市にゆとりをもたらすオープ
ンスペース

・出資、社債取得

＜支援手法＞

＜支援要件＞

・民間事業者

＜支援対象＞

＜支援限度額＞

・ファンドからの償還等から、民都機構が要した費用を除して国庫返納を想定

・10年以内に返済が見込まれる、以下の①または②を満たす事業

①築20年以上の建築物を活用したリノベーション等を通じ、テレワーク拠点等の整備、又はグリーン・

オープンスペース等の整備を伴う事業

②築20年以上または建築物省エネ法に基づく省エネ基準を満たしていない建築物を活用したリノベーショ

ン等を通じ、創エネ・蓄エネ・省エネ性能の向上を行う事業【R４制度拡充内容】

・総事業費の２／３

＜その他＞

国土交通省 都市局 まちづくり推進課 TEL：03-5253-8111（内線：32542）

URL https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001421627.pdf

問合せ先
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①社会資本整備総合交付金事業
都市再生整備計画事業ーまちなかウォーカブル推進事業

②補助事業
まちなかウォーカブル推進事業

５

事業の目的
車中心から人中心の空間へと転換を図る、まちなかの歩いて移動できる範囲において、滞在の快適性の向上
を目的として市町村や民間事業者等が実施する、道路・公園・広場等の整備や修復・利活用、滞在環境の向
上に資する取組を重点的・一体的に支援し、「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりを推進する。

事業の概要

事業の目的

■対象事業

■事業主体等 【交付金】市町村、市町村都市再生協議会 【補助金】都道府県、民間事業者等

国費率：１／２

■施行地区 ① 都市再生整備計画事業の施行地区、かつ、

② 都市再生特別措置法に基づく滞在快適性等向上区域（当該区域の周辺整備に係る事業が実施される地区を含む）

【基幹事業】
道路、公園、地域生活基盤施設（緑地、広場等）、高質空間形成施設（歩行支援施設等）、
既存建造物活用事業、滞在環境整備事業、エリア価値向上整備事業、計画策定支援事業※ 等
※都市再生整備計画にグリーンインフラの整備等の国が指定する「重点的に取り組むテーマ」及びテーマに即した目標・指標を設定した場合に実施可能

【提案事業】
事業活用調査、まちづくり活動推進事業、
地域創造支援事業（市町村の提案に基づくソフト事業・ハード事業）

国土交通省 都市局 街路交通施設課 TEL：03-5253-8111（内線：32848）

URL https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_tk_000092.html

問合せ先

社会実験や
デザインコーディネート

修景整備

街路の再構築
広場化・芝生化

都市再生整備
計画区域

滞在快適性等
向上区域

周辺環境の整備
（外周道路の整備等）

● 歩きたくなる空間の創出 Walkable
街路空間の再構築
道路・公園・広場等の整備及び既存ストックの改修・改変
道路の美装化・芝生化、植栽・緑化施設や水上デッキの整備等
による公共空間の高質化
滞在快適性等向上区域を下支えする周辺環境の整備（フリン
ジ駐車場、外周道路等の整備）

● 歩行者目線の１階をまちに開放 Eye Level
沿道施設の１階部分をリノベーションし、公共空間として開放
１階部分のガラス張り化等の修景整備

● 既存ストックの多様な主体による多様な利活用
Diversity

官民の土地・施設を一体的に改修し、自由に利活用できるコミュ
ニティハブや公開空地として開放
公共空間にイベント等で利用できる給電・給排水施設等を整備
利活用状況を計測するセンサーの設置や、データを分析・見える
化し、まちの情報を発信するシステムの整備

● 開かれた空間の滞在環境の向上 Open
屋根やトイレ、照明施設、ストリートファーニチャー等の整備
滞在環境整備に関する社会実験やコーディネート等の調査
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社会資本整備総合交付金
－都市水環境整備事業－統合河川環境整備事業

６

良好な河川環境を保全・復元及び創出することを目的に実施する河川環境整備事業を支援する。

活用事例

支援メニュー

都道府県、指定都市、市区町村（指定区間内の一級河川、二級河川等） 国費率 1/3等 対象地域 全地域

■交付対象事業・取組
汚濁の著しい河川の水質改善、魚類の遡上・降下環境の改善、自然環境が著しく阻害されている河川の自然

環境の再生、河川環境教育の場として又は地域のまちづくりに係る取組みと一体となって治水上及び河川利

用上の安全・安心に係る河川管理施設の整備

■交付対象

○ 水質改善のために実施される浄化事業

○ 河川横断工作物により河川が分断され、魚類の遡上・降下が困難な区域において、魚道の整備を行う事業

○ 従来の自然環境が著しく阻害されている河川の特に必要とする区域において自然環境の保全・復元を行う事業

○ 河川環境教育の場として利用される「水辺の楽校プロジェクト」、地域の取組みと一体となった「かわまちづ

くり支援制度」に位置づけられた治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河川管理施設の整備を行う事業

■要件

国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課
TEL：03-5253-8111（内線：35446）

❹水生生物調査

❸トキの飛来

❺一斉草刈り

❶整備前 ❷整備中

地域 新潟県佐渡市 （天王川水系天王川他）
事業主体名 新潟県
年度 2005（H17）〜2024（R6）（予定）

佐渡島ではトキの野生復帰に向けた放鳥等が行われてお
り、天王川ではトキの採餌環境確保を目指し、生物相の多
様化を図る河道整備や、河道及び近隣ビオトープと連続性
のある湿地整備を実施している。整備では休耕田❶を活用
した採餌環境づくりを進めており、現時点では整備中❷で
あるものの、既にトキの採餌が確認されている❸。また、
整備箇所の調査・管理は天王川流域でトキの野生復帰に係
わる団体で結成した「トキの水辺づくり協議会」と連携図
りながら実施している❹❺。

地域 岐阜県中津川市 （木曽川水系千旦林川）
事業主体名 岐阜県
年度 2021（R3）〜2026（R8）（予定）

千旦林川周辺は、リニア中央新幹線開業に向けて、土
地区画整理事業や治水事業と一体的に親水護岸等の環境
整備事業を実施している❻。また、令和３年３月に中津
川市かわまちづくりとして登録され、親水性のある広場
や回遊可能な川沿いの歩道を整備し、駅利用者や地域住
民が川沿いの駅前広場に集い、にぎわいを創出すること
を目指している❼。

❻整備前

リニア岐阜県駅

問合せ先

❼整備後（イメージ
※
）
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遊歩道の民間活用
（道頓堀川／大阪市）

かわまちづくり支援制度７

事業の目的

河口から水源地まで様々な姿を見せる河川とそれに繋がるまちを活性化するため、地域の景観、歴史、文化
及び観光基盤などの「資源」や地域の創意に富んだ「知恵」を活かし、市町村、民間事業者及び地元住民と
河川管理者の連携の下、河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指す（令和３年８月末時点：
２４４地区）。

ソフト施策による支援

ハード施策による支援

事業の目的

• 都市・地域再生等利用区域の指定等による民間事業者等のオープンカフェ等への河川空間の多様な利活
用の促進

• 優良事例に関する情報提供や必要な調査等により、計画の実現を支援

都市・地域再生等利用区域の指定の適用事例

先進的な取組の情報提供

オープンカフェの設置
（京橋川／広島市）

• 治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河川管理用通路や親水護岸等の施設整備を通じ、まちづくり
と一体となった水辺整備を支援。（市町村、民間事業者が河川空間の利用施設を整備）

河川管理用通路の利用
（最上川／長井市）

親水護岸の利用
（新町川／徳島市）

国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課
TEL：03-5253-8111（内線：35446）
URL https://www.mlit.go.jp/common/000047008.pdf

問合せ先

賑わい拠点の整備
（五ヶ瀬川／延岡市）

民間事業者との連携
（北十間川／墨田区）
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